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中山間地域の
現状・課題と県の取組みについて

富山県地方創生局
ワンチームとやま推進室

中山間地域対策課

10年先も住み続けたい わがまち（むら）づくりのお手伝い

資料３



現状・課題 新たな時代の傾向

新しい人の流れ
田園回帰、農山漁村地域への移住
の関心の高まり

新たな仕事づくりの動き
多業、移住者による起業、継業 など

持続可能な集落づくり
地域運営組織の増加、住民主体での
まちづくり計画

新たな可能性
「Society5.0」の取組の広がり、SDGｓ

国の動き等
「棚田地域振興法」、「地域人口の急
減に対処するための特定地域づくり事
業の推進に関する法律」等の制定、
地方創生の動き

⇒地域の担い手不足
の深刻化

●県全体よりも早いスピードで
人口減少

急速な人口減少と少子高齢化
ｚ 県全体 中山間

地域

2015～2045年

の人口減少率
23％ 39％

2045年の高齢化率 40％ 46％

●日常生活を支える交通や物流
サービスの低下への懸念

●第1次・2次産業への従事割合
が県全体よりも高い

●鳥獣被害
など

：中山間地域

中山間地域の現状と課題、新たな時代の傾向
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本県の中山間地域

●県土の７割が中山間地域

●中山間地域の多面的機能

県土の保全

自然環境
の保全

生活環境
の改善

休養・遊び

伝統文化の
保全・継承
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中山間地域における集落の実態①
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■集落に対する愛着や誇り

■誇れるもの・自慢できるもの

出典：平成30年度中山間地域における集落の生活状況等に関する実態調査〔中山間地域対策課〕

集落に対する愛着や誇り

〇集落に対して愛着や誇りを「強く感じる」又は「多少感じる」との回答が86.7％。
〇集落の誇れるもの・自慢できるものとしては、①「自然や景色」65.2％、②「人や
人情」61.6％、③「住みやすい環境」56.3％。
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中山間地域における集落の実態②

4出典：平成30年度中山間地域における集落の生活状況等に関する実態調査〔中山間地域対策課〕

集落において生じている困難

〇集落において困難が生じている課題は、①「後継者の育成・確保」61.2％、②「獣
害・病虫害の発生」58.9％、③「公共交通の利便性の低下」50.4％の順。
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後継者の育成・確保

獣害・病虫害の発生

除雪活動の負担の増加

公共交通の利便性の低下

空き家の増加

住宅の荒廃（老朽家屋の増加）

耕作放棄地の増大

森林の荒廃

集落としての一体感や連携意識の低下

伝統的祭事の衰退

道路・農道・橋梁の維持

商店・スーパー等の閉鎖

ごみの不法投棄の増加

住民による地域づくり活動の停滞・減少

医療提供体制の弱体化

土砂災害の発生

働き口の減少

棚田や段々畑等の農山村景観の荒廃

不在村者有林の増大

福祉サービスの利便性低下

伝統芸能の衰退

地域の伝統的生活文化の衰退

集会所・公民館等の維持

運動会や収穫祭など集落・地区行事の…

小学校等の維持

冠婚葬祭等の日常生活扶助機能の低下

その他



中山間地域における集落の実態③
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■集落活性化に効果的な取組 ■そのために必要なもの

出典：平成30年度中山間地域における集落の生活状況等に関する実態調査〔中山間地域対策課〕

〇効果的な取組としては、①「移住の促進」37.9％、②「祭りやイベント行事など人
との交流」25.6％、③「活動や行事の見直しや改善」25.1％

〇そのために必要なものとしては、①「活動の担い手となる人や若者」61.1％、②
「活動を引っ張る世話役の存在」49.9％、③「住民のやる気や意欲の醸成」41.1%

集落活性化に効果的な取組



地域おこし協力隊の意見①
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全体 68       55.9 52.9 51.5 51.5 50.0 33.8 8.8 1.5

任期中 33       60.6 51.5 60.6 51.5 54.5 27.3 6.1 0.0

任期終了(県内) 29       55.2 58.6 41.4 51.7 44.8 44.8 10.3 3.4

任期終了(県外) 6          33.3 33.3 50.0 50.0 50.0 16.7 16.7 0.0
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% ＜行政が行う支援等への要望＞

・地域おこし協力隊員は移住者であり人のつながりがな
いため、人脈を広げるのに（仕事を円滑に実施するた
め）協力して欲しかった。

・地域おこし協力隊の活動をしながら3年間で起業する
のは難しく、起業のサポート（目標設定、勤務時間内
での起業の時間のための確保、関係者への紹介、人的
ネットワーク、指導専門窓口）が欲しかった。

・地域おこし協力隊員の心のサポートがあればよかった。

・地域に溶け込むための場所や地域おこし協力隊員が自
由に集まる場所（ネット上でも）があるとよい。

・任期終了後のサポート（仕事の斡旋、紹介等）もして
欲しかった。

・行政で異動があると地域おこし協力隊の理解について
温度差があるため、県の研修を受講する等理解に努め
て欲しい。

出典：地域おこし協力隊アンケート（令和3年10月）〔中山間地域対策課〕

定住につながるサポート・支援

〇全体では、「任期終了後の起業・事業継承への支援」が55.9％で最も多い。
〇任期終了後に県内に定住した方は、「定住に向けた環境整備（住居など）支援」が

58.6％で最も多い。



地域おこし協力隊の意見②
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■県内に定住しなかった理由

■地域おこし協力隊の課題

出典：地域おこし協力隊アンケート（令和3年10月）〔中山間地域対策課〕

〇任期終了後、県内に定住しなかった理由としては、「富山県内で就業・起業を行う目
途が立たなかったから」、「（結婚、出産・介護など）家族の環境が変わったから」、
「行政の期待と自分の希望との間で差異が生じたから」との回答がそれぞれ33.3％。

〇地域おこし協力隊の課題としては、「受入れ地域のニーズと隊員のスキル・思いとの
ミスマッチ」、「隊員と地域や行政とのコミュニケーション不足」、「活動にかかる
資金面」との回答がそれぞれ40.0％。

富山県内に定住しなかった理由



「富山県中山間地域における持続可能な地域社会の形成に関する条例（H31.3制定）

に基づき、中山間地域施策を総合的に展開するために令和２年３月に策定。
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富山県が進める中山間地域の重点施策

富山県中山間地域創生総合戦略（R2~６年度）
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①住民主体の地域づくり気運の醸成

②地域サポート人材の育成

安全で環境にやさしい

地域の形成

①里山林の整備の推進

②農村環境の保全

新たな人の流れの創出

①移住・UIJターンの促進

②関係人口の創出

③外部人材受入体制の強化

地域の特性を
活かした事業の振興

①農作物の高付加価値化

②コミュニティビジネスの振興

③小水力発電の推進

①スマート農業の推進

②スマート林業の推進

③先端技術を活用した鳥獣被害対策

④公共交通の利便性向上や効率化

未来技術等による

産業振興と生活の確保

住民主体の地域づくり

中山間地域創生
総合戦略検討会

効果的な施策展開に向けた検討

－委員構成（50音順）－

稲垣 文彦 氏
（認定NPO法人ふるさと回帰支援ｾﾝﾀｰ副事務局長）

金子 洋二 氏
（大正大学准教授、NPO法人まちづくり学校理事）

小泉 謙二 氏
（富山県生活協同組合連合会会長理事）

佐藤 みどり 氏
（NPO法人立山ｸﾗﾌﾄ舎代表理事）

品川 祐一郎 氏
（ﾄﾖﾀﾓﾋﾞﾘﾃｨ富山㈱代表取締役社長）

島田 優平 氏
（(一社)ｼﾞｿｳﾗﾎﾞ代表理事、㈱島田木材代表取締役）

西村 幸夫 氏 ※座長
（國學院大學教授）

宅見 公志 氏
（ (一社)富山県ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ協議会ICT利活用検討委）

前田 大介 氏
（前田薬品工業㈱代表取締役社長）

宮田 香代子 氏
（㈲小原営農ｾﾝﾀｰ代表取締役、JAあおば理事）

弓野 良子 氏
（富山県地域活性化ｸﾞﾙｰﾌﾟ協議会会長）



〇中山間地域の自治振興会等からの相談内容に応じて、関係部局への橋渡しや市町村と連携
しながら活用可能な支援策等を紹介。

〇専門スタッフ「地域コンシェルジュ」と地区担当職員が、細やかに集落等を訪問し、地域
課題等の情報収集や話し合いの支援、課題解決への助言を行うなど、積極的にサポート。

中山間地域の課題を解決するためのワンストップ型の相談窓口

専門スタッフ「地域コンシェル
ジュ」による話し合いの支援

本県における取組み① 中山間地域サポートセンター
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地域コンシェルジュ

地域の皆様の取組み

を応援しています！お

気軽にサポートセン

ターへご相談ください。
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[支援実績・予定]

R1：8地区 R2：3地区 R3：7地区、R4：11地区 R5：10地区（予定）

〇地域コミュニティの維持・活性化に向けて、専門家（講師）を派遣し、住民主体の地域
の未来像に関する話し合いやアクションプラン（地域づくり計画）の策定を支援。

〇事前準備段階から地域コンシェルジュや県職員が地域に細やかに足を運び、地域の役員
等と話し合い実施に向けた合意形成を図るなど、地域との信頼関係を大切にして支援。

本県における取組み② 中山間地域「話し合い」

事前準備
「話し合い」実施の目的、運営主体、ゴールなどの設定

＜「話し合い」の基本的な流れ（イメージ）＞

第1回 事前説明会＆ファシリテーター研修
役員等が参集し、話し合いの円滑な運営のスキル等を学ぶ

第2回 地域のみらい大予測
住民が地域の望ましい未来像を話し合い、“見える化”する

第3回 まち点検＆アイデア大会
テーマに沿ったまち歩きを行い、地域資源やアイデアを発見

第4回 みんなでつくるアクションプラン
望ましい未来像実現に向けた実施体制、スケジュール、資金

調達方法等をアクションプランとしてまとめる
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【参考】令和4年度に実施された「話し合い」の一例



話し合いを実施した地域では、挑戦を後押しする県事業「中山間地域チャレンジ支援事業」
を活用するなどして、アクションプランの実現に向けた取り組みが行われている。

魚津市片貝地域 富山市黒瀬谷地域 砺波市栴檀野地域

地域内外からのお客をもてなす
地元料理の開発

旧幼稚園舎を地域の交流施設と
して再整備

交流施設内でのコミュニティカフェ
の開設

近隣地域と連携した食体験イベ
ントの開催

子ども達の夢応援体験教室の開催
（ピザ職人を招いたピザづくり体験）

旧小学校舎を宿泊施設として再
整備

【参考】「話し合い」で策定したアクションプランの実現に向けた取組み例
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本県における取組み③ 担い手人材の育成

中山間地域コミュニティビジネス人材育成事業
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地域がカフェや野菜販売、収穫体験などコミュニティビジネスに挑戦する際に必要な
経営の専門知識やノウハウを学ぶ場を提供

日時（予定） 内容・テーマ（予定）

第１回 ７月 コミュニティビジネスとは
・ビジネスとしての継続性 ・体制づくり
・マーケティングの重要性（現状モデル分析等）

第２回 ８月 実施（見込み）するコミュニティビジネスのマーケティング計画作成

第３回 １月 マーケティング計画の実施について（発表、意見交換）

中山間地域サポート人材育成事業

幅広い世代の住民が一緒に楽しめる取組みの企画やその情報発信に役立つアイデアや
ヒントを学ぶ場を提供



本県における取組み④ 関係人口の拡大

中山間フィールドスタディ政策協働推進事業 うみとやまローカルラボ

東京大学と連携し、学生が課題解決や地域
活性化策の立案・発表を行うプログラムを
実施
＜R4年度＞

県内外の社会人が中山間地域を訪ね、ロー
カルプレイヤーと交流し、様々なプログラ
ムを体験して、魅力を体感・発信

①短期プログラム 砺波市栴檀山地域
日時：8/8~8/13（最終日は住民向けに成果報告会）

参加者：東大生10名、高校生（砺波高）８名
テーマ：移住、デジタル技術活用、地域産業活性化等

②長期プログラム 朝日町
日程：５月~３月（９､11月現地活動､２月成果報告会）

参加者：東大生５名
テーマ：稼ぐ力をもたらす仕組みづくり
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ローカルプレイヤーに
「会いに行く」「体感する」「交流する」「アウトプットする」



本県における取組み⑤ 地域おこし協力隊の定着促進

都市地域から人口減少や高齢化等の進行が著しい地域に移住して地域協力活動を行い
ながら、その地域への定住・定着を図る国の制度（各自治体が募集して委嘱。任期は概ね3 年）
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地域おこし協力隊制度とは？

地域おこし協力隊定着率向上対策事業

隊員の受入数増加や県内定着率の向上を図るため、隊員の募集段階から任期終了後ま
でのサポートを一体的に実施


